
介護・福祉・医療など社会保障の施策拡充についての陳情書

【陳情事項】 【回答】

【１】 憲法第２５条、地方自治法第１条をふま

えて、医療・介護・福祉など社会保障施策の

充実をすすめてください。

【１】住民の福祉の増進を行財政運営の基本として

いる。

【２】以下の事項を実現し、市町村の福祉施策

を充実してください。

１．安心できる介護保障について
（１） 介護保険について

①介護保険料について

ア．２００９年度の保険料は引き下げてくだ

さい。

イ．低所得者に対する保険料の減免制度

を実施・拡充してください。とくに、住民

税非課税、介護保険料普通徴収の高

齢者、無年金者への配慮をつよめてく

ださい。

【２】

１

（１）

①

ア ２００９年以降の介護保険料については、介護

保険事業計画を現在策定中であり、その結果

に基づいて判断する。

イ 風水害等により財産の著しい損害や、生計維

持者の死亡等により収入金額が著しく減少した

場合に減免申請することができる。制度変更の

予定はない。

②利用料について

ア．低所得者に対する利用料の減免制度

を実施、拡充してください。

②

ア．社会福祉法人利用者負担減免、介護保険利

用者負担額助成制度があり、拡充予定はな

い。

③要支援、要介護１の軽度の認定者に対

し、訪問介護、福祉用具など必要なサー

ビスを制限なく利用できるようにしてくださ

い。とくに、同居家族がいる場合の生活援

助や院内介助などの利用を一律に制限し

ないでください。

③介護保険制度の範囲で保険給付を実施してい

く。

④特別養護老人ホームの建設など、施設・在

宅サービスの基盤整備を早急に行って、

介護サービスが必要な人すべてが利用で

きるようにしてください。

④現時点では施設整備の予定なし

⑤介護労働者を確保するために、適正な賃

金・労働条件および研修について、財政

的な支援をしてください。

⑤県等が実施する人材確保関連事業に対し協力



（２） 高齢者福祉施策の充実について

①配食サービスは、料金を引き上げることな

く毎日最低１回の配食を実施し、あわせ

て、閉じこもりを予防するため会食（ふれあ

い）方式も含め実施してください。

（２）

①配食サービスは、偏りがちになりやすい高齢者世

帯の食事の改善を支援するとともに安否確認を

行うことを目的にしているので、現在の週2回で自

己負担 300 円で実施。会食方式については実施

予定なし。

②高齢者が地域でいきいきと生活するため

に、以下の施策を一般財源で実施してく

ださい。

ア．敬老パスや地域巡回バスなどの外出

支援

イ．宅老所、街角サロンなどの高齢者の集

まりの場への援助など多面的な施策の

拡充

②

ア．予定なし

イ．宅老所は 1 箇所町で運営、サロンについては

ボランティアにより自主運営されており、社会福

祉協議会が独自に支援を行っている。

（３） 障がい者控除の認定について

①介護保険のすべての要介護認定者を障が

い者控除の対象としてください。

（３）

①身体障害者との均衡を考慮して、要介護 1 以上

で主治医意見書の障害老人の日常生活自立度

Ａ１以上としている。

②すべての要介護認定者に「障害者控除対

象者認定書」または「障害者控除対象者

認定申請書」を個別に送付してください。

②認定結果送付時に要介護 1 以上の方全員に制

度説明書を送付。

２．高齢者医療の充実について
①福祉給付金（後期高齢者福祉医療費給

付）制度については、ひとり暮らし非課税

者を対象とするとともに、７０歳からの高齢

者についても、対象に加えてください。

①現在一色町では、７５歳以上のひとり暮らし非課

税者を対象としております。今のところ、対象年齢

を引き下げる予定はありません。

②後期高齢者医療制度の保険料滞納者に

対する保険証の取り上げ・資格証明書の

発行をしないでください。

②資格証明書の発行は、高齢者の医療確保に関す

る法律第５４条により、広域連合が交付することと

なっております。現在、その交付基準について、

細部を検討中と聞いている。

③後期高齢者医療制度に加入しない６５～７

４歳の障がい者には、障害者医療費助成

制度を適用してください。

③愛知県では現在検討中とのことで、町としては県

に準じて考えていく。

④人間ドック、温泉など保養施設、文化・スポ

ーツ施設の補助制度・利用割引など国保

加入者への保健・福祉施策事業について

は、後期高齢者にも適用してください。

④現在国保では保健福祉施策事業は行っていな

い。後期高齢者においても実施予定なし。



３．子育て支援について
①中学校卒業まで医療費無料制度を現物給

付（窓口無料）で実施してください。

①0歳から学齢前は無料 小学1年から中学卒業ま

では入院無料で小学 1 年、2 年及び中学卒業か

ら 18 歳到達月までの間は通院の本人負担の２／

３を助成

②妊産婦の無料健診制度は、産前は１４回

以上、産後は１回以上を無料にしてくださ

い。

②平成 20年４月より産前 7回無料実施

４．国保の改善について
①保険料（税）について

ア．これまで以上に一般会計からの繰り入

れをおこない、保険料（税）の引き上げ

を行わず、減免制度を拡充し、払える保

険料にしてください。

イ．就学前の子どもについては、均等割の

対象としないでください。

ウ．前年所得が、生活保護基準額の１．３

倍以下の世帯に対する減免制度をつく

ってください。

エ．所得激減による減免要件は、「前年所

得が１，０００万円以下で、当年の見込所

得が５００万円以下、かつ前年所得の１０

分の９以下」にしてください。

４．

①

ア．現在の保険料は県下平均より低い状態で

あるが、国保の財政状況を考慮し必要であ

れば基金繰入や保険料の改定を行う。

イ．税の公平性の観点から全ての被保険者に

均等に賦課する

ウ．実施予定なし

エ．変更予定なし

②保険料（税）滞納者への対応について

ア．資格証明書の発行をやめてください。

とりわけ、義務教育修了前の子どものい

る世帯、母子家庭や障がい者のいる世

帯、病弱者のいる世帯には、絶対に発

行しないでください。

イ．保険料（税）を払いきれない加入者の

生活実態の把握に努め、加入者の生活

実態を無視した保険料（税）の徴収や差

押えなど制裁行政をしないでください。

②特別の事由が無いのに１年以上納付しないのは

公平性の観点から問題である。ただし、資格証明

書の発行については個々の実情を調査の上、資

格審査会での審査を経て慎重に対応している。

③６５～７４歳の保険料（税）の年金天引き

は、行わないでください。

③地方税法の規定に従い年金天引きによる特別徴

収実施する。ただし特徴対象の内、過去2年間滞

納がなく口座振替を行っている世帯については

年金天引きを行わないこととした。

④一部負担金の減免制度については、生活

保護基準額の１．３倍以下の世帯に対して

も実施してください。

④現在減免規定なし、財政負担の増加や保険税負

担の増加に係ることであるので慎重に考えていき

たい。



５．障がい者施策の充実について
①通所施設・在宅サービス利用者の負担軽

減措置にある資産要件を撤廃してくださ

い。

①実施予定なし

②補装具の利用料負担軽減とともに、地域

生活支援事業の移動支援・日常生活用

具・地域活動センターの各利用料を総合し

た負担軽減策を講じてください。

②実施予定なし

③第２期障害福祉計画の策定にあたって、

地域の障害者・家族、居宅介護事業者・施

設関係者等の実状を十分に聴くとともに、

実態にあった住民参加の計画づくりにして

ください。

③聴き取り調査を行っている。

６．健診事業について
①特定健診、がん検診、歯周疾患検診につ

いては、自己負担金を無料としてくださ

い。また、実施期間は通年とし、個別医療

機関委託・集団健診をともに実施してくだ

さい。

６．
①基本検診、肺がん、歯周疾患については自己負

担なし、65 歳以上については指定医療機関によ

り個別検診、それ以外は集団検診

②歯周疾患検診については、年１回無料で

受けられるようにしてください。少なくとも４

０・５０・ ６０・７０歳の検診は必ず実施して

ください。

②年 1回 20 歳以上の希望者に実施



７．地方税の徴収について
①地方税の年金天引きを行わないでくださ

い。

７．

①地方税法の規定に従い実施予定

【３】国および愛知県・広域連合に、以下の

趣旨の意見書・要望書を提出してくださ

い。

１．国に対する意見書・要望書
①宙に浮いた年金問題を全面解決し、全額

国庫負担による「最低保障年金制度」の創

設、受給資格年限を短縮し、安心してくら

せる年金制度を確立してください。また、

社会保険庁の解体をやめ、民営化は凍結

してください。

②後期高齢者医療制度は廃止してください。

③介護保険への国庫負担を増やして、負担

の軽減と給付の改善をすすめてください。

介護労働者の処遇を改善し、働き続けら

れるようにしてください。

④子育て支援として就学前までの医療費無

料制度の創設と妊産婦の健診制度の補助

金を復活・拡充してください。また、現物給

付による子どもの医療費助成に対し国民

健康保険の国庫負担金を減額しないでく

ださい。

⑤消費税の引き上げは行わないでください。

⑥社会保障費自然増分２２００億円の削減を

やめてください。また、これまでの医療費

抑制策で崩壊寸前の医療現場を救うため

に、国の責任で医師・看護師不足を解消し

てください。

【３】

１. 提出予定なし

２．愛知県に対する意見書・要望書
①後期高齢者医療制度を選択しない６５～７

４歳の障がい者にも、障害者医療費助成

制度を適用してください。

②福祉給付金（後期高齢者福祉医療費給

付）制度の対象に、ひとり暮らし非課税者

を復活してください。

③後期高齢者医療制度へ県として一般財源

を投入してください。

④子どもの医療費助成制度の対象を通院に

ついても中学校卒業まで拡大してくださ

い。

⑤削減した国民健康保険への県の補助金を

元にもどし、増額してください。

⑥精神障がいにある人の医療費助成は、一

２．提出予定なし



般疾病も対象にしてください。

⑦２００７年４月から行われている通所施設・

在宅サービス利用者の負担軽減措置にか

かわって、資産要件を撤廃するなどさらな

る軽減策をとってください。

３．愛知県後期高齢者医療広域連合に対

する意見書・要望書
①愛知県の一般財源を繰り入れて、保険料

を引き下げてください。

②低所得者に対する独自の保険料減免制

度を設けてください。

③保険料滞納者への保険証取り上げ・資格

証明書の発行は行わないでください。

④受診中の７５歳以上高齢者についても健

診を保障し、希望者全員が受けられるよう

にしてください。

⑤後期高齢者の意志が十分反映できる制度

的保障として、後期高齢者の代表を含む

後期高齢者医療制度運営協議会（仮称）

を設置してください。

３．提出予定なし


